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固定資産税等課税処分無効確認等請求事件（甲事件）  

平成２６年（行ウ）第９０号  

固定資産税等課税処分無効確認等請求事件（乙事件）  

平成２６年（行ウ）第１０３号  

審査申出却下処分取消等請求事件（丙事件） 

平成２８年（行ウ）第１１９号  

平成２９年１２月１９日判決言渡 

 

 

 

主 文 

 

 

１ 被告は，原告Ａに対し，１８４万２５００円及びうち別紙１原告Ａ認容一

覧の過大額欄記載の各金額に対する同損害金起算日欄記載の各日から支払済み

まで年５分の割合による金員を支払え。  

２ 原告Ａのその余の請求及び原告株式会社Ｂの請求をいずれも棄却する。  

３ 訴訟費用は，原告Ａに生じた費用の３分の２及び被告に生じた費用の３分

の１を原告Ａの負担とし，原告Ａに生じた費用の３分の１及び被告に生じた費

用の６分の１を被告の負担とし，その余の全費用を原告株式会社Ｂの負担とす

る。  

 

 

 

事実及び理由 

 

 

第１ 請求  

１ 甲事件  

被告は，原告Ａに対し，４００万８３００円及びうち別紙２原告Ａ請求一覧の

過大額欄記載の各金額に対する同損害金起算日欄記載の各日から支払済みまで

年５分の割合による金員を支払え。  

２ 乙事件  

被告は，原告株式会社Ｂに対し，２１６万６５００円及びうち別紙３原告株式

会社Ｂ請求一覧の過大徴収額欄記載の各金額に対する同起算日欄記載の各日か
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ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

３ 丙事件  

大阪市固定資産評価審査委員会が原告Ａに対して平成２８年４月１４日付けで

した別紙４物件目録記載１及び２の各家屋の家屋課税台帳に登録された平成２

７年度の価格についての審査の申出に対する決定を取り消す。 

  

第２ 事案の概要  

１ 事案の要旨  

(1) 甲事件 

甲事件は，別紙４物件目録記載１の建物（以下「原告Ａ居宅」という。）及び

同２の専有部分の建物（以下，「原告Ａ共同住宅」といい，原告Ａ居宅と併せ

て「本件家屋①」という。）並びに同２の附属建物（以下「原告Ａ物置」とい

い，本件家屋①と併せて，「原告Ａ各建物」という。）を所有し，その固定資

産税及び都市計画税（以下「固定資産税等」という。）を納付してきた原告Ａ

が，平成１１年度から平成２６年度までの各賦課決定の前提となる価格の決定

には，原告Ａ各建物の新築時の再建築費評点数の算出の誤りなどがあり，上記

の評価の誤りは故意又は過失による違法行為であると主張して，被告を相手

に，国家賠償法１条１項に基づき，上記各年度に係る固定資産税等の過納金４

００万８３００円及びうち別紙２原告Ａ請求一覧の過大額欄記載の各金額に対

する固定資産税等の納付後の日である同損害金起算日欄記載の各日から支払済

みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払請求（以下「本件国家

賠償請求①」という。）をする事案である。  

(2) 乙事件  

乙事件は，別紙４物件目録記載３の家屋（以下「本件家屋②」という。）を所

有し，その固定資産税等を納付してきた原告株式会社Ｂが，平成６年度から平

成２６年度までの各賦課決定の前提となる価格の決定には本件家屋②の再建築

費評点数の算出の誤りがあり，上記の評価の誤りは故意又は過失による違法行

為であると主張して，被告を相手に，国家賠償法１条１項に基づき，上記各年

度に係る固定資産税等の過納金２１６万６５００円及びうち別紙３原告株式会

社Ｂ請求一覧の過大徴収額欄記載の各金額に対する同起算日欄記載の各日から

支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払請求（以下「本

件国家賠償請求②」という。）をする事案である。 

(3) 丙事件  

丙事件は，原告Ａが，原告Ａ各建物についての平成２７年度固定資産税の課税

標準として大阪市長が決定して固定資産課税台帳に登録した価格を不服とし

て，大阪市固定資産評価審査委員会に対して審査の申出（以下「本件審査申
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出」という。）をしたところ，同委員会が上記登録価格を１億２４３１万５０

００円とする旨の決定（以下「本件決定」という。）をしたことに対し，上記

評価額は誤りであるし，審査の手続は違法であるなどと主張して，被告を相手

に，同決定の取消しを求める事案である。  

２ 関係法令等の定め  

(1) 地方税法  

ア ３４１条  

固定資産税について，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。  

１号から４号まで 略  

５号 価格 適正な時価をいう。  

６号 基準年度 昭和３１年度及び昭和３３年度並びに昭和３３年度から起算し

て３年度又は３の倍数の年度を経過したごとの年度をいう。  

７号 第２年度 基準年度の翌年度をいう。  

８号 第３年度 第２年度の翌年度（昭和３３年度を除く。）をいう。  

９号から１４号まで 略  

イ ３４９条  

(ア) １項  

基準年度に係る賦課期日に所在する家屋（以下「基準年度の家屋」という。）

に対して課する基準年度の固定資産税の課税標準は，当該家屋の基準年度に係

る賦課期日における価格（以下「基準年度の価格」という。）で家屋課税台帳

又は家屋補充課税台帳（以下「家屋課税台帳等」という。）に登録されたもの

（以下「登録価格」という。）とする。  

(イ) ２項  

基準年度の家屋に対して課する第２年度の固定資産税の課税標準は，当該家屋

に係る基準年度の固定資産税の課税標準の基礎となった価格で家屋課税台帳等

に登録されたものとする。（ただし書略）  

(ウ) ３項  

基準年度の家屋に対して課する第３年度の固定資産税の課税標準は，当該家屋

に係る基準年度の固定資産税の課税標準の基礎となった価格で家屋課税台帳等

に登録されたものとする。（ただし書略）  

ウ ３８８条１項  

総務大臣は，固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続（以下

「評価基準」という。）を定め，これを告示しなければならない。  

エ ４０３条１項  

市町村長は，地方税法３８８条１項の評価基準によって，固定資産の価格を決
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定しなければならない。  

オ ４０８条  

市町村長は，固定資産評価員又は固定資産評価補助員に当該市町村所在の固定

資産の状況を毎年少なくとも１回実地に調査させなければならない。  

カ ４０９条  

(ア) １項  

固定資産評価員は，地方税法４０８条の規定による実地調査の結果に基いて当

該市町村に所在する家屋の評価をする場合においては，次の表の上欄に掲げる

家屋の区分に応じ，それぞれ，同表の中欄に掲げる年度において，同表の下欄

に掲げる価格によって，当該家屋の評価をしなければならない。（表省略）  

(イ) ４項  

固定資産評価員は，前３項の規定による評価をした場合においては，総務省令

で定めるところによって，遅滞なく，評価調書を作成し，これを市町村長に提

出しなければならない。  

キ ４１０条１項  

市町村長は，地方税法４０９条４項に規定する評価調書を受理した場合におい

ては，これに基づいて固定資産の価格等を毎年３月３１日（平成１４年法律第

１７号による改正（平成１５年１月１日施行）前は毎年２月末日）までに決定

しなければならない。（ただし書略）  

ク ４１７条１項  

市町村長は，地方税法４１１条２項の規定による公示の日以後において固定資

産の価格等の登録がなされていないこと又は登録された価格等に重大な錯誤が

あることを発見した場合においては，直ちに固定資産課税台帳に登録された類

似の固定資産の価格と均衡を失しないように価格等を決定し，又は決定された

価格等を修正して，これを固定資産課税台帳に登録しなければならない。この

場合においては，市町村長は，遅滞なく，その旨を当該固定資産に対して課す

る固定資産税の納税義務者に通知しなければならない。  

ケ ４３２条１項  

固定資産税の納税者は，その納付すべき当該年度の固定資産税に係る固定資産

について固定資産課税台帳に登録された価格について不服がある場合において

は，地方税法４１１条２項の規定による公示の日から納税通知書の交付を受け

た日後３月を経過する日までの間において，文書をもって，固定資産評価審査

委員会に審査の申出をすることができる。ただし，当該固定資産のうち同条３

項の規定によって家屋課税台帳等に登録されたものとみなされる家屋の価格に

ついては，当該家屋について同法３４９条２項１号に掲げる事情があるため同

条同項ただし書，３項ただし書又は５項ただし書の規定の適用を受けるべきも
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のであることを申し立てる場合を除いては，審査の申出をすることができな

い。  

コ ４３４条  

(ア) １項  

固定資産税の納税者は，固定資産評価審査委員会の決定に不服があるときは，

その取消しの訴えを提起することができる。  

(イ) ２項  

地方税法４３２条１項の規定により固定資産評価審査委員会に審査を申し出る

ことができる事項について不服がある固定資産税の納税者は，同項及び前項の

規定によることによってのみ争うことができる。  

(2) 平成９年度評価基準  

平成９年度において適用される評価基準（昭和３８年１２月２５日自治省告示

第１５８号。以下，年度ごとに「平成９年度評価基準」などという。甲３，乙

２，２６，３４）第２章は，家屋の評価について，以下のとおり定めている

（なお，特に断りのない限り，平成３年度評価基準（甲７，乙１，３３）も同

様の定めである。）。  

ア 家屋の評価（第１節一）  

家屋の評価は，木造家屋及び木造家屋以外の家屋（以下「非木造家屋」とい

う。）の区分に従い，各個の家屋について評点数を付設し，当該評点数に評点

１点当たりの価額を乗じて各個の家屋の価額を求める方法によるものとする。  

イ 評点数の付設（第１節二）  

各個の家屋の評点数は，当該家屋の再建築費評点数を基礎とし，これに家屋の

損耗の状況による減点を行って付設するものとする。  

ウ 再建築費評点基準表の補正等（第１節六）  

市町村長は，非木造家屋再建築費評点基準表（別表第１２）を当該市町村に所

在する家屋について適用する場合において，同基準表について所要の評点項目

及び標準評点数がないとき，その他家屋の実態からみて特に必要があるとき

は，同基準表について所要の補正を行い，これを適用することができるものと

する。  

なお，上記定めを受けて，大阪市財政局主税部固定資産税課は，「家屋再建築

費評点基準表の解説（非木造家屋・事務所用建物）」（以下「本件評価要領」

という。）を定めている（乙５。平成３年度評価基準を受けたものにつき，乙

４。）。  

エ 非木造家屋の評点数の算出方法（第３節一）  

非木造家屋の評点数は，次の算式によって求めるものとする。  

〔算式〕  



大阪地裁 平成 26 年（行ウ）90 

6 

 

評点数＝再建築費評点数×非木造家屋経年減点補正率  

（括弧書き略）  

オ 非木造家屋の再建築費評点数の算出方法（第３節二）  

非木造家屋の再建築費評点数は，当該非木造家屋の構造の区分に応じ，当該非

木造家屋について適用すべき非木造家屋評点基準表によって求めるものとす

る。  

非木造家屋評点基準表によって非木造家屋の再建築費評点数を求める場合にお

いては，各個の非木造家屋の構造の区分に応じ，当該非木造家屋について適用

すべき非木造家屋評点基準表によって当該非木造家屋の各部分別に標準評点数

を求め，これに補正項目について定められている補正係数を乗じて得た数値に

計算単位の数値を乗じて算出した部分別再建築費25 評点数を合計して求める

ものとする。 

非木造家屋の再建築費評点数は，次の「非木造家屋再建築費評点数の算出要

領」によって算出するものとする。  

〔非木造家屋再建築費評点数の算出要領〕  

(ア) 非木造家屋評点基準表の適用（略）  

(イ) 床面積の算定（略）  

(ウ) 非木造家屋評点基準表の部分別区分  

非木造家屋評点基準表の部分別区分の内容は，次のとおりである。  

ａ 主体構造部  

（鉄筋コンクリート造）  

骨組を鉄筋で組み，これを鉄筋で補強し，その外部に仮枠を構成し，これにコ

ンクリートを打ち込んで硬化して構築した基礎，柱，梁，壁体，床板，小屋

組，屋根版等の主体構造部分をいう。  

ｂ 基礎工事  

建物の荷重を支える地下構造部分を築造するための根切り工事，建物による荷

重と地盤の状況に応じて施工する杭打地業，潜函地業及び15 割栗地業等をい

う。  

ｃ 外周壁骨組  

建物の外周壁の骨組で主体構造部を構成しないものをいう。  

ｄ 間仕切骨組  

内部の各部屋を区画する間仕切の骨組をいう。  

ｅ 外部仕上げ  

建物の外周壁の仕上げ部分とその下地部分をいう。  

ｆ 内部仕上げ  

建物の内周壁の仕上げ部分とその下地部分をいう。  



大阪地裁 平成 26 年（行ウ）90 

7 

 

ｇ 床仕上げ  

床の仕上げ部分とその下地部分をいう。 

ｈ 天井仕上げ  

天井の仕上げ部分とその下地部分をいう。  

ｉ 屋根仕上げ  

建物の覆蓋を構成する屋根部分のうち，主体構造部に含まれる小屋組，屋根版

等を除いた屋根葺下地，仕上げ部分，防水層等をいう。  

ｊ 建具  

窓，出入口等の建具及びその建付枠並びにスケールシャッター等をいう。  

ｋ 特殊設備  

劇場及び映画館のステージ，銀行カウンター，金庫室等の特殊な設備及び階段

の手摺等に別に装飾を施したもの等をいう。  

ｌ 建築設備  

電気設備，ガス設備，衛生設備，給排水設備等家屋に付属して家屋の機能を発

揮するための設備をいう。  

ｍ 仮設工事  

敷地の仮囲，水盛り，遣方，足場等の建物の建築に必要な準備工事又は工事中

の保安のための工事をいう。  

ｎ その他の工事  

上記ａからｍまでのいずれの部分にも含まれない木工事，金属工事等をいう。  

(エ) 評点項目及び標準評点数  

ａ 「評点項目」は，非木造家屋の構造に応じ，非木造家屋評点基準表の各部

分ごとに一般に使用されている資材の種別及び品等，施工の態様等の区分によ

って標準評点数を付設するための項目として設けられているものであり，「標

準評点数」は，評点項目の区分に従い，「標準量」（標準的な非木造家屋の各

部分別の単位当たり施工量をいう。）に対する工事費を基礎として算出した評

点数である。再建築費評点数の付設に当たっては，非木造家屋の各部分を調査

し，各部分の使用資材の種別，品等，施工の態様等に応じ，該当する評点項目

について定められている標準評点数を求めるものとする。  

ｂ 各部分別に再建築費評点数を求める場合において，各部分の使用資材等の

数量が明確なときは，該当標準評点数及び当該数量を基礎として当該部分の再

建築費評点数を求めるものとする。この場合において，後記(オ)に基づく補正

係数による補正は，施工の程度に応ずる必要な補正を行うものとする。  

(オ) 補正項目及び補正係数  

非木造家屋の各部分の工事の施工量等が「補正項目及び補正係数」欄の「標

準」欄に定められている工事の施工量等と相違する場合においては，当該補正
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項目について定められている該当補正係数によって標準評点数を補正するもの

とする。この場合において，補正項目について定められている補正係数の限度

内において処理することができないものについては，その実情に応じ補正を必

要とする範囲内において，その限度を超えて補正係数を決定するものとする。  

(カ) 再建築費評点数  

再建築費評点数は，各部分別の標準評点数に当該部分の補正係数を乗じて得た

数値に，その計算単位の数値を乗じて求めた各部分別の再建築費評点数を合計

して求めるものとする。  

カ 比準評価の方法による再建築費評点数の算出方法の特例（第３節二の二）  

市町村長は，当該市町村に所在する非木造家屋の状況に応じ，上記オによるほ

か，次によって各個の非木造家屋の再建築費評点数を付設することができるも

のとする。  

(ア) 当該市町村に所在する非木造家屋を，その実態に応じ，構造，程度，規

模等の別に区分し，それぞれの区分ごとに標準とすべき非木造家屋を標準非木

造家屋として選定するものとする。  

(イ) 標準非木造家屋について，上記オによって再建築費評点数を付設するも

のとする。  

(ウ) 標準非木造家屋以外の非木造家屋で当該標準非木造家屋の属する区分と

同一の区分に属するもの（以下「比準非木造家屋」という。）の再建築費評点

数は，当該比準非木造家屋と当該標準非木造家屋の各部分別の使用資材，施工

量等の相違を総合的に考慮し，当該標準非木造家屋の再建築評点数に比準して

付設するものとする。  

(3) 平成２７年度評価基準  

平成２７年度評価基準第２章は，家屋の評価について，以下のとおり定めてい

る（乙２５）。  

ア 家屋の評価（第１節一）及び評点数の付設（第１節二）  

上記(2)ア及びイと同じ  

イ 非木造家屋の評点数の算出方法（第３節一）  

(ア) 上記(2)エと同じ  

(イ) 市町村長は，在来分の非木造家屋（当該年度において新たに課税の対象

となる非木造家屋以外の非木造家屋をいう（第１節三２(4)参照）。以下同

じ。）に係る再建築費評点数は後記ウの方法により求めるものとする。ウ 在

来分の非木造家屋に係る再建築費評点数の算出方法（第３節四）  

在来分の非木造家屋に係る再建築費評点数は，次の算式によって求めるものと

する。（ただし書略）  

（算式）  
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再建築費評点数  

＝基準年度の前年度における再建築費評点数×再建築費評点補正率 

エ 損耗の状況による減点補正率の算出方法（第３節五）  

(ア) 非木造家屋の損耗の状況による減点補正率は，経過年数に応ずる減点補

正率（以下「経年減点補正率」という。）によるものとする。  

(イ) 経年減点補正率は，通常の維持管理を行うものとした場合において，そ

の年数の経過に応じて通常生ずる減価を基礎として定めたものであって，非木

造家屋の構造区分に従い，「非木造家屋経年減点補正率基準表」（別表第１

３）に示されている当該非木造家屋の経年減点補正率によって求めるものとす

る。  

オ 平成２７年度における在来分の家屋の再建築費評点補正率（第４節一）  

固定資産税に係る平成２７年度における在来分の家屋の評価に係る再建築費評

点補正率は，非木造家屋については，１．０５とする。  

カ 平成２７年度の家屋の評点１点当たりの価額（第４節二）  

平成２７年度の家屋の評価における評点１点当たりの価額は，１円に物価水準

による補正率（非木造家屋については１．００）と設計管理費等による補正率

（非木造家屋については１．１０）とを相乗した率を乗じて得た額を基礎とし

て市町村長が定めるものとする。  

キ 平成２７年度における在来分の家屋の価額の決定（第４節三）  

固定資産税に係る平成２７年度における在来分の家屋の評価に限り，上記アか

らカまでによって求めた価額か，当該家屋の平成２６年度の家屋課税台帳等に

登録された価額のいずれかの低い価額をもって，平成２７年度の価額とする。

（ただし書略）  

(4) 大阪市税条例（昭和２９年大阪市条例第１６号。ただし，平成１１年度に

おいて適用されていたもの。以下同じ。）  

大阪市税条例は，住宅に係る固定資産税等の軽減について，次のとおり規定し

ている（乙３１，３２）。  

ア ７２条の２ 

昭和３９年１月２日から平成１２年３月３１日までの間に新築された中高層耐

火建築物（かっこ内略）である住宅で政令で定めるものに対して課する固定資

産税については，大阪市税条例７２条の２の２，７２条の２の４又は７２条の

２の５の規定の適用がある場合を除き，当該住宅に対して新たに固定資産税が

課されることとなった年度から５年度分の固定資産税に限り，当該住宅に係る

固定資産税額（かっこ内略）の２分の１に相当する額を当該住宅に係る固定資

産税額から軽減する。  

イ ７２条の２の５  
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大阪市税条例７２条の２の規定は，平成６年１月２日から平成１２年３月３１

日までの間に新築された特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する 法律６条に

規定する特定優良賃貸住宅（以下「特優賃」という。）である貸家住宅（かっ

こ内略）に対して課する固定資産税について準用する。この場合において，７

２条の２中，「２分の１」とあるのは，「３分の２」と読み替えるものとす

る。  

ウ １４１条 

(ア) １項  

都市計画税の賦課徴収は，固定資産税の賦課徴収の例によるものし，固定資産

税を賦課し，及び徴収する場合にあわせて賦課し，及び徴収する。  

(イ) ３項 

大阪市税条例７０条，７２条及び７２条の２の規定は，都市計画税について準

用する。  

３ 前提事実  

以下の事実は，当事者間に争いがないか，掲記の各証拠（枝番のあるものは特

記しない限り全枝番を含む。以下同じ。）又は弁論の全趣旨により容易に認め

ることができる。 

 (1) 原告Ａ各建物の概要，評価及び課税等  

ア 本件家屋①は，平成１０年１０月８日に新築された，大阪市所在の鉄筋コ

ンクリート造ルーフィング葺８階建ての居宅及び共同住宅・車庫であり，原告

Ａ物置は鉄筋コンクリート造陸屋根平家建ての物置であり，登記記録の概要は

別紙４物件目録記載１及び２のとおりである。原告Ａは，同日以降，原告Ａ各

建物を所有しており，原告Ａ共同住宅及び原告Ａ物置（以下「本件賃貸部分」

という。）について，特優賃であることの認定（以下「特優賃認定」とい

う。）を受けている。（以上につき，甲４７，４８，乙２３，弁論の全趣旨）  

イ 大阪市長は，本件家屋①の新築時の再建築費評点数を１㎡当たり１２万３

０００点とし（甲１），原告Ａ物置の新築時の再建築費評点数を１㎡当たり１

８万９８００点とした（甲４１）。  

ウ 大阪市長は，平成１１年度以降，原告Ａ居宅について別紙５－１原告Ａ居

宅評価額推移表のとおり評価し，原告Ａ共同住宅について別紙６－１原告Ａ共

同住宅評価額推移表のとおり評価し，原告Ａ物置について別紙７－１原告Ａ物

置評価額推移表のとおり評価し，上記各評価に基づいて，別紙８原告Ａ税額比

較表の各年度の修正前の年税額欄記載の各固定資産税等の賦課決定をし，原告

Ａは，各賦課決定に係る課税金額を，別紙１原告Ａ認容一覧の納付日欄記載の

とおり，納付した。（以上につき，甲６，２４～３９，弁論の全趣旨）。 

エ 上記ウのうち，平成１１年度から平成１５年度までの各賦課決定では，本
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件賃貸部分について，新築中高層耐火建築物であることを理由とする都市計画

税の減税措置は行われていない。  

(2) 本件家屋②の概要，評価及び課税等  

ア 本件家屋②は，平成２年１１月１９日に新築された，大阪市所在の鉄筋コ

ンクリート造陸屋根８階建ての店舗・共同住宅であり，登記記録の概要は別紙

４物件目録記載３のとおりである。原告株式会社Ｂは，同日以降，本件家屋②

を所有している。（以上につき，甲４９，乙２４，弁論の全趣旨）  

イ 大阪市長は，本件家屋②の新築時の再建築費評点数を１２万８６００点と

した（甲２）。 

ウ 大阪市長は，平成３年度以降，本件家屋②について別紙９本件家屋②評価

額推移表のとおり評価し，これに基づいて，別紙１０原告株式会社Ｂ税額一覧

表の各年度の年税額欄記載の各固定資産税等の賦課決定をし，原告株式会社Ｂ

は，各賦課決定に係る課税金額を所定の納期限内に納付した（甲７，弁論の全

趣旨）。 

(3) 甲事件及び乙事件の訴えの提起等  

原告らは，平成２６年４月３０日，甲事件及び乙事件に係る訴えを提起した

（顕著な事実）。  

(4) 丙事件の訴えの提起に至る経緯等  

ア 大阪市長は，平成２７年４月１日付けで，原告Ａに対し，原告Ａ各建物の

平成２７年度の登録価格を１億３１４０万５０００円とする旨を通知した（甲

３９）。  

イ 原告Ａは，平成２７年５月２８日，大阪市固定資産評価審査委員会に対

し，原告Ａ各建物の登録価格を１億２０９３万３０００円にするよう求める旨

の本件審査申出をした（甲２１）。 

ウ 原告Ａは，平成２８年４月１１日，本件審査申出から３０日が経過し，同

申出を却下する旨の決定があったものとみなして（地方税法４３３条１２

項），同決定の取消しなどを求める旨の訴え（丙事件）を提起した（顕著な事

実）。  

エ 大阪市固定資産評価審査委員会は，平成２８年４月１４日付けで，原告 Ａ

各建物の平成２７年度の登録価格を１億２４３１万５０００円とする旨の本件

決定をした（甲４１）。  

オ 原告Ａは，平成２８年７月２０日，丙事件について，本件決定の取消しを

求める旨請求の趣旨を補正した（顕著な事実）。 

  

４ 争点  

(1) 当事者の主張の骨子  
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ア 原告Ａは，原告Ａ各建物の新築時の評価には，本件決定で補正されたもの

のほかにも再建築費評点数の算出に誤りがあり，本件決定に係る手続に違法が

ある旨主張して本件決定の取消しを求めるとともに（丙事件），上記誤りは国

家賠償法上違法であるし，本件賃貸部分は新築中高層耐火建築住宅であるにも

かかわらず都市計画税の減税措置を適用していない点も国家賠償法上違法であ

るとし，上記各違法行為による固定資産税等の過納額が損害額であると主張す

る（甲事件）。他方，被告は，本件決定での再建築費評点数の算出に誤りはな

く，手続上も適法である旨主張するとともに（丙事件），本件決定で誤りであ

ると指摘された点を含めて，大阪市長がした原告Ａ各建物の新築時の評価は国

家賠償法上違法ではないし，原告Ａが主張する都市計画税の減税措置は本件賃

貸部分には適用されない旨主張し，損害の発生及びその額を争っている（甲事

件）。  

イ 原告株式会社Ｂは，本件家屋②の新築時の評価のうち再建築費評点数の算

出には誤りがあり，これらはいずれも国家賠償法上違法であるとし，上記違法

行為による固定資産税等の過納額が損害額であると主張している。他方，被告

は，本件家屋②の新築時の評価に国家賠償法上の違法はない旨主張し，損害の

発生及びその額を争っているほか，乙事件の訴え提起は本件家屋②の新築時の

評価から２０年経過後にされたものであるから，本件国家賠償請求②に係る請

求権（以下「本件国家賠償請求権②」という。）は除斥期間により消滅してい

る旨主張している（乙事件）。  

(2) 本件の争点 

上記(1)の当事者の主張を踏まえると，本件の争点は以下のとおりである。  

ア 甲事件  

(ア) 原告Ａ各建物の新築時の評価に係る国家賠償法上の違法性及び故意又は

過失の有無（争点①）  

(イ) 本件賃貸部分の都市計画税に新築中高層耐火建築住宅に係る減額措置を

適用しなかったことに係る国家賠償法上の違法性及び故意又は過失の有無（争

点②）  

(ウ) 本件国家賠償請求①の損害額（争点③）  

イ 丙事件  

本件決定の適法性（争点④）  

ウ 乙事件  

(ア) 本件家屋②の新築時の評価に係る国家賠償法上の違法性及び故意又は過

失の有無（争点⑤）  

(イ) 本件国家賠償請求②の損害額（争点⑥）  

(ウ) 本件国家賠償請求権②に係る除斥期間の成否（争点⑦）  



大阪地裁 平成 26 年（行ウ）90 

13 

 

５ 争点に関する当事者の主張  

(1) 争点①（原告Ａ各建物の新築時の評価に係る国家賠償法上の違法性及び故

意又は過失の有無）  

ア 本争点に係る当事者の主張の骨子  

原告Ａは，本件家屋①の新築時の評価については，部分別「基礎工事」の杭打

地業のうち，遠心力成形の高強度プレストレストコンクリート杭（以下「ＰＨ

Ｃ杭」という。）の標準評点数を過大に設定し（後記イ），評価基準上の上限

を超えた補正係数による補正をした上で（後記ウ），誤った根切り土量の計算

に基づく補正をしたほか（後記エ），部分別「その他工事」についても，過大

な補正係数による補正をした違法があり（後記オ），また，原告Ａ物置の新築

時の評価については根切り土量の計算を誤った結果（後記エ），過大な評点数

を付設した違法があり，これらの違法行為には少なくとも過失がある旨主張す

る。  

これに対し，被告は，原告Ａが挙げる点はいずれも国家賠償法上違法と評価さ

れる誤りではないし，過失もない旨主張する。  

イ 本件家屋①のＰＨＣ杭の標準評点数について  

（原告Ａの主張）  

(ア) 大阪市長は，本件家屋①の新築時の評価では，部分別「基礎工事」の

「杭打地業」のうち，ＰＨＣ杭の標準評点数を２万８５００点とした。  

しかし，ＰＨＣ杭は，既製杭と呼ばれる工場生産杭の一種であり，平成９年度

評価基準（甲３）では「鉄筋コンクリート杭」に当たり，その標準評点数は２

万３３００点である。  

(イ) 平成９年度評価基準では，市町村長は，評点基準表に所要の評点項目及

び標準評点数がないときは補正ができる旨を定めている（関係法令等の定め

(2)ウ）。しかし，以下の点に照らせば，ＰＨＣ杭は，平成９年度評価基準の

評点基準表のうち「鉄筋コンクリート杭」に含まれるから，上記の評点基準表

の補正は許されない。  

ａ ＰＨＣ杭は昭和４５年に開発され，昭和５７年には日本工業規格（ＪＩ

Ｓ）も制定され，その後は主要な既製杭とされていた。  

ｂ 総務省家屋評価室によれば，ＰＨＣ杭の価格は，評点項目「鉄筋コンクリ

ート杭」の標準評点数の積算根拠とされていた。  

ｃ 自治省資産評価室編の「平成９年度固定資産評価基準解説（家屋篇）」

（以下「平成９年度評価基準解説」といい，他の年度についても同様に略記す

る。乙１５）では，ＰＣ杭については鉄筋コンクリート杭の補正項目及び補正

係数によって処理して差し支えない旨の記載があるところ，ＰＣ杭とＰＨＣ杭

は強度が異なるにすぎない。 
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（被告の主張）  

 (ア) 平成９年度評価基準は，非木造家屋評点基準表に所要の評点項目及び標

準評点数がないときは，所要の補正をして適用することができるとしていた

（関係法令等の定め(2)ウ）。そして，平成９年度評価基準（乙２）には，地

階のない建物に係る杭打地業の評点項目にはＰＨＣ杭はなかった。そこで，大

阪市長は，本件評価要領において，平成９年度の地階のない建物の杭打地業に

評点項目「プレストレストコンクリート杭（ＰＣ杭・ＰＨＣ杭）」を設け，標

準評点数を２万８５００点と定めた（乙５）。したがって，本件家屋①の杭打

地業のうちＰＨＣ杭に付した評点数に誤りはなく，適法である。  

(イ) 以下の点に照らせば，ＰＨＣ杭は，評価基準の評点基準表のうち「鉄筋

コンクリート杭」に含まれず，評点基準表の補正は許される。  

ａ 原告Ａは，評価基準の「鉄筋コンクリート杭」にＰＨＣ杭が含まれること

の根拠として，昭和５７年にＰＨＣ杭についてＪＩＳが制定されたことを主張

する。しかし，ＪＩＳとは，日本の工業製品に関する規格や測定法等について

工業標準化法に基づき制定される国家規格であるから，ＰＨＣ杭についてＪＩ

Ｓが制定されることと，ＰＨＣ杭が評価基準の「鉄筋コンクリート杭」に含ま

れるか否かとの間には何ら関連がない。  

ｂ 原告Ａは，総務省家屋評価室担当者が評点項目「鉄筋コンクリート杭」の

標準評点数の積算根拠にＰＨＣ杭の価格を用いた旨回答したと主張するが，否

認する。  

ｃ 平成９年度評価基準解説（乙１５）は，ＰＣ杭については鉄筋コンクリー

ト杭の補正項目及び補正係数によって処理して差し支えないと記載しているに

すぎない。したがって，同記載を理由に，ＰＨＣ杭の補正項目及び補正係数を

鉄筋コンクリート杭と同様にしなければならないとはいえない。 

ウ 本件家屋①に用いられた直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の補正係数について  

（原告Ａの主張）  

(ア) 大阪市長は，本件家屋①の新築時の評価では，部分別「基礎工事」にお

いて，直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の補正係数を８．６４（６０２／３０２×１２

／５×０．９）とした。 

しかし，平成９年度評価基準（甲３）及び平成９年度評価基準解説（甲４）に

よれば，杭の径及び長さに係る増点補正率は５であり，これを超えた上記評価

は違法である。  

(イ) 被告は，大阪市長は，平成９年度評価基準解説（甲４，乙７）の記載を

踏まえ，ＰＨＣ杭について，場所打コンクリート杭と同様に，杭の本数に換算

して処理したと主張する。しかし，平成９年度評価基準解説では，「杭打地業

については，増点補正率は最高限を指すものであって，これを上回る補正係数
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の決定は禁止されている」との記載があるし，上記処理は場所打コンクリート

杭にのみ許されており，それ以外に適用することは認められていない。 

（被告の主張）  

(ア) 平成９年度評価基準解説（甲４，乙７）では，「場所打コンクリート杭

については，工事の場所的な制約から口径の太いもの，杭長の長いものがあっ

て，増点補正率の範囲では処理できないものが往々に見受けられるので，杭打

地業の増点補正率の限度は固守しつつ，これに該当する杭については，本数に

換算することによって処理する」こととされている。そして，大阪市長は，場

所打コンクリート杭との負担の公平を考慮して，上記評価基準解説の記載の考

え方に基づいて，本件評価要領（乙５）において，杭打地業の総評点数の計算

式を定めたのであり，本件家屋①に用いられた直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の評点

数は，上記計算式によって算出されたものである。  

 (イ) 原告Ａは，平成９年度評価基準及び平成９年度評価基準解説の記載を根

拠に増点補正率５を超えることは違法である旨主張する。しかし，上記記載は

補正項目に基づく補正における問題である。本件家屋①はＰＨＣ杭の本数に換

算して処理しており，補正項目に基づく補正には該当しない。  

エ 原告Ａ各建物に係る根切り工事の補正係数について  

（原告Ａの主張）  

(ア) 本件家屋①の新築時の評価では，部分別「基礎」の根切り工事の評点数

は，標準評点数（４６５０）×根切り土量（７８９㎥）×連乗補正率（３．４

５６）との計算式により算出されたものと思われる。上記計算式のうち，上記

連乗補正率３．４５６は，根切り工事の深さ（２．８８）×地盤の補正率

（１．２）により算出されている。しかし，根切り工事の深さは上記根切り土

量（７８９㎥）に含まれている。したがって，上記計算式は，「連乗補正率

（３．４５６０）」を「地盤の補正率（１．２）」とすべきものを誤った違法

なものである。  

また，大阪市長は，原告Ａ物置の新築時の評価でも本件家屋①と同様の誤りを

しており，違法である。  

(イ) 被告は，地方税法４１７条１項を根拠に，原告Ａ各建物の根切り工事の

計算式に原告Ａの指摘する誤りがあったとしても，国家賠償法上違法ではない

旨主張する。しかし，同条は評価額を増額する場合の規定である。したがっ

て，違法な評価により減額すべき場合である本件とは無関係の規定である。  

（被告の主張）  

(ア) 被告の手元には関係資料はなく，原告Ａ各建物の新築時の評価のうち根

切り工事の評点数の計算式の正誤はもはや明らかではない。したがって，上記

計算に誤りがあったとは認められないから，適正な評価といわざるを得ない。  
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(イ) 仮に，原告Ａ各建物の根切り工事の計算式に原告Ａの指摘する誤りがあ

ったとしても，評価額において４％程度の誤差にすぎず，地方税法４１７条１

項所定の「重大な錯誤」に該当しないから，国家賠償法上違法とはいえない。  

オ 本件家屋①の部分別「その他の工事」の補正係数について  

（原告Ａの主張）  

大阪市長は，本件家屋①の新築時の評価では，部分別「その他の工事」につい

て，増点補正率が１．５であるにもかかわらず，補正係数を２．０としてい

る。  

しかし，平成９年度評価基準解説（甲５，乙７）には，「補正係数の一般的な

限度はあくまでも増点補正率に示されている率であり，増点補正率の範囲を超

える補正率の適用は，当該家屋について，木工事か金属工事にかかる工事費が

類似の家屋と比較して特に多いと認められる場合等に限られる」との記載があ

る。そして，本件家屋①における木工事や金属工事は他の同様の家屋に比べて

特に多くはない。  

したがって，上記補正を行ったことは違法である。  

（被告の主張）  

平成９年度評価基準解説（甲５，乙７）には，「その他の工事」における標準

評点数は，「個々の建物について，具体的に「その他の工事」の内容のすべて

について調査しその補正係数を決定することは極めて困難であるので，建物の

普請の程度からその全体的な「その他の工事」の施工状況の多少とその程度を

観察して適用すべき補正係数を決定して差し支えない」との記載がある。  

大阪市長は，本件家屋①の評価について，比準評価の方法（関係法令等の定め

(2)カ）を採用している。そして，大阪市長は，その他の工事の使用資材，施

工量，建物の普請の程度，建物の仕上がりの状態等について，標準家屋と本件

家屋①を比較したところ，同程度であると判断した。したがって，大阪市長

は，本件家屋①のその他の工事の補正係数を，標準家屋と同じ２．００とし

た。  

(2) 争点②（本件賃貸部分の都市計画税に新築中高層耐火建築住宅に係る減額

措置を適用しなかったことに係る国家賠償法上の違法性及び故意又は過失の有

無）  

（原告Ａの主張）  

原告Ａ共同住宅及び原告Ａ物置（本件賃貸部分）は，固定資産税の軽減措置に

ついて定める大阪市税条例７２条の２（新築中高層耐火建築住宅）及び同条例

７２条の２の５（特優賃である貸家住宅）の各要件をいずれも満たす。そし

て，都市計画税の軽減措置について定める同条例１４１条３項は，同条例７２

条の２の５は準用していないが，同条例７２条の２は準用している。  
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したがって，本件賃貸部分の都市計画税には，同条例１４１条３項により準用

される同条例７２条の２により，初年度から５年間，２分の１の軽減措置が適

用される。  

（被告の主張）  

本件賃貸部分は特優賃であるところ，都市計画税の軽減措置について定める大

阪市税条例１４１条３項により準用される同条例７２条の２（新築中高層耐火

建築住宅）は，同条例７２条の２の５（特優賃である貸家住宅）が適用される

場合を適用除外としている。  

したがって，本件賃貸部分の都市計画税には，同条例７２条の２所定の軽減措

置は適用されない。  

(3) 争点③（本件国家賠償請求①の損害額）  

（原告Ａの主張） 

平成１１年度から平成２６年度までの原告Ａ各建物に係る評価額の推移及び原

告Ａが納付した固定資産税等の金額は別紙１１原告Ａ主張損害の別表１（修正

前）のとおりであり，上記(1)，(2)（原告Ａの主張）を踏まえた適正な税額は

同別表２（修正後）のとおりである。したがって，上記期間に係る原告Ａの過

納額は３６６万３２００円であり，同額が本件国家賠償請求①の損害額であ

る。  

なお，本件国家賠償請求①の請求額は，別紙２原告Ａ請求一覧のとおりであ

り，主張額に減縮していない。  

（被告の主張）  

争う。  

(4) 争点④（本件決定の適法性） 

（原告Ａの主張）  

ア 課税根拠の主張立証責任は被告が負う。したがって，被告は，基準年度の

前年度の再建築費評点数がその当時の評価基準に適合していることについて

も，主張立証責任を負っていると解すべきである。  

イ 本件決定は，本件家屋①の新築時の評価について，部分別「基礎工事 の

「杭打地業」のうち，ＰＨＣ杭の標準評点数を，鉄筋コンクリート杭の標準評

点数（２万３３００点）を上回る２万８５００点とし，部分別「その他の工

事」の補正係数を，増点補正率に示されている率（１．５）を上回る２．０と

した。しかし，上記(1)（原告Ａの主張）で主張したとおり，これらは誤りで

ある。 

ウ 大阪市固定資産評価審査委員会は，本件審査申出を受けて，以下に挙げた

必要な調査検討を怠っており，本件決定は手続上違法である。  

(ア) 大阪市固定資産評価審査委員会は，部分別「基礎工事」の杭打地業の標
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準評点数の当否について，本件家屋①の新築時の評点基準表の評点項目「鉄筋

コンクリート杭」の標準評点数の積算根拠がＰＨＣ杭であっ たことについて

総務省に聞き取り調査を行わなければならなかった。 

(イ) 大阪市固定資産評価審査委員会は，部分別「その他工事」の補正係数に

ついて，本件家屋①の現地調査をしなければならなかった。  

（被告の主張）  

ア 評価基準は，在来分の非木造家屋について，当該基準年度の前年度の再建

築費評点数を前提として当該基準年度の価格を定めるという仕組み（関係法令

等の定め(3)ウ）を採用している一方，登録価格に対する審査の申出をするこ

とができる場合を限定し，登録価格を早期に確定させることにしている。した

がって，当該基準年度の前年度までに行われた再建築費評点数等の算定等は，

特段の事情がない限り，その当時の評価基準に適合したものであることが推認

され，納税者は，当該前年度までに行われた再建築 費評点数等の算定等がそ

の当時の評価基準に適合したものではなかったという特段の事情を主張立証す

ることによって，当該基準年度の登録価格を争うことができるものと解すべき

である。  

イ 本件決定による原告Ａ各建物の評価額は，別紙１２本件決定による原告Ａ

各建物の評価額記載のとおりである。上記(1)（被告の主張）において主 張し

たとおり，本件家屋①の新築時の評価のうち，部分別「基礎工事」の杭打地業

の標準評点数及び部分別「その他工事」の補正係数のいずれについても誤りは

ないし，他の部分にも誤りはない。  

ウ 以下のとおり，本件決定手続に違法な点はない。  

(ア) 固定資産の価格は評価基準によって決定されるものであるから，本件家

屋①の新築時の評点基準表の評点項目「鉄筋コンクリート杭」の標準評点数の

積算根拠がＰＨＣ杭であったことについて，総務省に聞き取り調査を行う必要

はない。  

(イ) 原告Ａは，部分別「その他工事」の補正係数に係る判断のために，本件

家屋①の現地調査をする必要があると主張する。しかし，本件家屋 ①は平成

１０年新築であるところ，本件審査申出を受けて同家屋の平成２７年度現在の

状況について実地調査をしても，新築時の状況を十分に把握することはできな

い。  

(5) 争点⑤（本件家屋②の新築時の評価に係る国家賠償法上の違法性及び故意

又は過失の有無）  

ア 本争点に係る当事者の主張の骨子  

原告株式会社Ｂは，本件家屋②の新築時の評価には，部分別「基礎工事」の杭

打地業のうちＰＨＣ杭の標準評点数を過大に設定し（後記イ），評価基準上の



大阪地裁 平成 26 年（行ウ）90 

19 

 

上限を超えた補正係数による補正をした結果（後記ウ），過大な評点数を付設

した違法がある旨主張する。  

これに対し，被告は，原告株式会社Ｂが挙げる点はいずれも国家賠償法上違法

と評価される誤りではない旨主張する。  

イ ＰＨＣ杭の標準評点数について  

（原告株式会社Ｂの主張）  

(ア) 大阪市長は，本件家屋②の新築時の評価では，部分別「基礎工事」にお

いて，ＰＨＣ杭の標準評点数を２万４４００点とした。 

しかし，ＰＨＣ杭は，既製杭と呼ばれる工場生産杭の一種であり，平成３年度

評価基準（甲７）では「鉄筋コンクリート杭」に当たり，その標準評点数は２

万１６００点である。  

(イ) 平成３年度評価基準では，市町村長は，評点基準表に所要の評点項目及

び標準評点数がないときは補正ができる旨を定めている（関係法令 等の定め

(2)ウ）。しかし，以下の点に照らせば，ＰＨＣ杭は，平成３年度評価基準の

評点基準表のうち「鉄筋コンクリート杭」に含まれるから，上記の評点基準表

の補正は許されない。  

ａ ＰＨＣ杭は昭和４５年に開発され，昭和５７年にはＪＩＳも制定され，そ

の後は主要な既製杭とされていた。 

ｂ 総務省家屋評価室によれば，ＰＨＣ杭の価格は，評点項目「鉄筋コンクリ

ート杭」の標準評点数の積算根拠とされていた。  

ｃ 自治省固定資産税課編の平成３年度評価基準解説（乙１４）では，ＰＣ杭

については鉄筋コンクリート杭の補正項目及び補正係数によって処理して差し

支えないとされているところ，ＰＣ杭とＰＨＣ杭は強度が異なるにすぎない。 

（被告の主張）  

(ア) 平成３年度評価基準は，非木造家屋評点基準表に所要の評点項目及び標

準評点数がないときは，所要の補正をして適用することができるとしていた

（関係法令等の定め(2)ウ）。そして，平成３年度評価基準（乙１）には，地

階のない建物に係る杭打地業の評点項目にはＰＨＣ杭を用 いたものはなかっ

た。そこで，大阪市長は，本件評価要領において，平成３年度の地階のない建

物の杭打地業に評点項目「プレストレストコンクリート杭（ＰＣ杭・ＰＨＣ

杭）」を設け，標準評点数を２万４４００点と定めた（乙４）。したがって，

本件家屋②の杭打地業のうちＰＨＣ杭に付した評点数に誤りはなく，適法であ

る。 

(イ) 以下の点に照らせば，ＰＨＣ杭は，評価基準の評点基準表のうち「鉄筋

コンクリート杭」に含まれず，評点基準表の補正は許される。  

ａ 原告株式会社Ｂは，評価基準の「鉄筋コンクリート杭」にＰＨＣが含まれ
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ることの根拠として，昭和５７年にＰＨＣ杭についてＪＩＳが制定されたこと

を主張する。しかし，ＪＩＳとは，日本の工業製品に 関する規格や測定法等

について工業標準化法に基づき制定される国家規格であるから，ＰＨＣ杭につ

いてＪＩＳが制定されることと，ＰＨＣ杭が評価基準の「鉄筋コンクリート

杭」に含まれるか否かとの間には何ら関連がない。  

ｂ 原告株式会社Ｂは，総務省家屋評価室担当者が評点項目「鉄筋コンクリー

ト杭」の標準評点数の積算根拠にＰＨＣ杭の価格を用いた旨回答したと主張す

るが，否認する。  

ｃ 平成３年度評価基準解説（乙１４）は，ＰＣ杭については鉄筋コンクリー

ト杭の補正項目及び補正係数によって処理して差し支えないと記載しているに

すぎない。したがって，同記載を理由に，ＰＨＣ杭の補正項目及び補正係数を

鉄筋コンクリート杭と同様にしなければならないとはいえない。  

ウ 本件家屋②に用いられた直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の補正係数について  

（原告株式会社Ｂの主張）  

(ア) 大阪市長は，本件家屋②の新築時の評価では，部分別「基礎工事」にお

いて，直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の補正係数を１０．５４８（６０２／10 ３０

２×１４．６５／５×０．９）とした。  

しかし，平成３年度評価基準（甲７）によれば，杭の径及び長さに係る増点補

正率は５であり，これを超えた上記評価は違法である。  

(イ) 被告は，大阪市長が，平成３年度評価基準解説（乙６）の記載を踏ま

え，ＰＨＣ杭について，場所打コンクリート杭と同様に，杭の本数に 換算し

て処理したと主張する。しかし，平成３年度評価基準解説では，「杭打地業に

ついては，増点補正率は最高限を指すものであって，これを上回る補正係数の

決定は禁止されている」との記載があるし，上記処理は場所打コンクリート杭

にのみ許されており，それ以外に適用することは認められていない。 

（被告の主張）  

(ア) 平成３年度評価基準解説（乙６）では，「場所打コンクリート杭は，工

事の場所的な制約から口径の太いもの，杭長の長いものがあって，増点補正率

の範囲では処理できないものが往々に見受けられるので，杭打地業の増点補正

率の限度は固守しつつ，これに該当する杭については，本数に換算することに

よって処理する」こととされている。そして，大阪市長は，場所打コンクリー

ト杭との負担の公平を考慮して，上記評価基準解説の記載の考え方に基づい

て，本件評価要領（乙４）において，杭打地業の総評点数の計算式を定めたの

であり，本件家屋②に用いられた直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の評点数は，上記計

算式によって算出されたものである。 

(イ) 原告株式会社Ｂは，平成３年度評価基準の記載を根拠に増点補正率５を
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超えることは違法である旨主張する。しかし，同記載は補正項目に基づく補正

における問題である。本件家屋②は杭の本数に換算して処理しており，補正項

目に基づく補正には該当しない。  

(6) 争点⑥（本件国家賠償請求②の損害額） 

（原告株式会社Ｂの主張）  

平成３年度から平成２６年度までの本件家屋②に係る評価額の推移及び原告株

式会社Ｂが納付した固定資産税等の金額は別紙１３原告株式会社Ｂ主張損害別

表１（修正前）のとおりであり，上記(5)（原告株式会社Ｂの主張）を踏まえ

た適正な税額は同別表２（修正後）のとおりである。上記期間のうち，平成６

年度から平成２６年度までの原告株式会社Ｂの過納額は，上記納付額と上記適

正な税額の差額であり，その金額は２１６万６５００円である。したがって，

同額が本件国家賠償請求②の損害額である。  

（被告の主張）  

争う。 

(7) 争点⑦（本件国家賠償請求権②に係る除斥期間の成否）  

（被告の主張）  

地方税法上，固定資産の価格等は，平成１４年までは毎年２月末日までに決定

しなければならないとされていたから，大阪市長は，遅くとも平成３年２月２

８日には本件家屋②の新築時の価格等を決定した。そうすると，新築 時の本

件家屋②の評価行為を違法行為とする本件国家賠償請求権②は，同日から２０

年を経過した平成２３年２月２８日には除斥期間の経過により消滅した。  

（原告株式会社Ｂの主張）  

新築時の家屋の評価行為を違法行為とする場合であっても，損害が生じるのは

誤った評価額に基づいて課税をした時点である。したがって，除斥期間の起算

点である「不法行為の時」とは，各年度の賦課決定の時である。そのため，平

成６年度分以降の過納金に係る損害賠償請求権は，２０年の除斥期間内に乙事

件に係る訴えを提起したから，除斥期間の経過によって消滅していない。 

  

第３ 当裁判所の判断  

１ 争点①（原告Ａ各建物の新築時の評価に係る国家賠償法上の違法性及び故

意又は過失の有無）について  

(1) 判断枠組み等  

ア 地方税法は，固定資産税の課税標準に係る固定資産の評価の基準並びに評

価の実施の方法及び手続を総務大臣の告示に係る評価基準に委ね（同法３８８

条１項），市町村長は，評価基準によって，固定資産の価格を決定しなければ

ならないと定めている（同法４０３条１項）。これらの地方税法の規定及びそ
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の趣旨等に鑑みれば，家屋の基準年度に係る賦課期日における登録価格が評価

基準によって決定される価格を上回る場合には，同期日における当該家屋の客

観的な交換価値としての適正な時価を上回るか否かにかかわらず，その登録価

格の決定は地方税法に違反するものと解するのが相当である（最高裁判所平成

２５年７月１２日第二小法廷判決・民集６７巻６号１２５５頁参照）。  

イ そして，市町村長やその補助職員が職務上尽くすべき注意義務を尽くすこ

となく漫然と当該家屋の価格ないし固定資産税等の税額を過大に決定し たと

きは，これによって損害を被った上記固定資産税等の納税者は，同決定が国家

賠償法１条１項にいう違法に当たるとして，地方税法４３２条１項本文に基づ

く審査の申出及び同法４３４条１項に基づく取消訴訟等の手続を経るまでもな

く，国家賠償請求を行い得るものと解するのが相当である（最高裁判所平成２

２年６月３日第一小法廷判決・民集６４巻４号１０１０頁，最高裁判所平成５

年３月１１日第一小法廷判決・民集４７巻４号２８６３頁参照）。  

ウ 原告Ａは，原告Ａ各建物の新築時の評価額が評価基準の定める評価方法に

よって決定される価格を上回っており，同決定は国家賠償法上も違法である旨

主張する。そこで，以下では，まず，ＰＨＣ杭の標準評点数（後記(2)），Ｐ

ＨＣ杭の補正係数（同(3)），根切り工事の補正係数（同(4)）及び部分別「そ

の他の工事」の補正係数（同(5)）について，評価基準に照らして誤りが認め

られるか否かを検討し，その上で，国家賠償法上の違法の有無（同(6)）につ

いて検討する。  

(2) 本件家屋①のＰＨＣ杭の標準評点数について  

ア 平成９年度評価基準の定め  

平成９年度評価基準は，非木造家屋再建築費評点基準表（別表第１２）の部分

別「基礎工事」のうち，地階のない建物の杭打地業に係る評点項目として，

「木杭」及び「鉄筋コンクリート杭」を定めている（甲３，乙２）。  

イ 本件評価要領の定め  

本件評価要領は，部分別「基礎」のうち，地階のない建物の杭打地業に つい

て，評点項目「木杭」及び「鉄筋コンクリート杭」のほかに，評点項目「プレ

ストレストコンクリート杭（ＰＣ杭・ＰＨＣ杭）」を設け，同項目の標準評点

数を２万８５００点とした（乙５）。  

ウ 検討  

(ア) 平成９年度評価基準（関係法令等の定め(2)ウ）及び平成９年度評価 基

準解説（乙７）によれば，市町村長は，評価基準の再建築費評点基準表に家屋

に使用されている資材についての評点項目及び標準評点数がないときには，同

基準表を補正することができる。そして，同基準表にはＰＨＣ杭やＰＣ杭とい

う評点項目は存在しない（上記ア）。そうすると，大阪市長が同基準表を補正
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して本件評価要領にＰＨＣ杭に係る評点項目及び標準評点数を設けたこと（上

記イ）は，評価基準に沿うものといえる。  

(イ) これに対して，原告Ａは，被告が本件評価要領の「鉄筋コンクリート

杭」の標準評点数の積算根拠について資料を提出しないことなどを挙げて，大

阪市長が設定したＰＨＣ杭の標準評点数が違法である旨主張する。しかし，国

家賠償法上の違法性の主張立証責任は原告Ａにあると解されるところ，本件評

価要領は約２０年前（平成８年）のものであるから（乙５），被告が現在上記

積算根拠に関する資料を提出しないからといって，当時，被告が的確な積算根

拠に基づいて標準評点数を設定しなかったことが推認されるものとはいえな

い。したがって，原告Ａの上記主張は採用することができない。 

また，原告Ａは，①昭和５７年にＰＨＣ杭に係るＪＩＳが制定されたこと（甲

１１），②平成９年度評価基準解説ではＰＣ杭は評点項目「鉄筋コンクリート

杭」に含まれると想定されていたこと及び③総務省担当者の回答を挙げて，Ｐ

ＨＣ杭は評点項目「鉄筋コンクリート杭」に含まれるから，ＰＨＣ杭は評価基

準に評点項目がない場合に当たらない旨主張する。  

しかし，まず，①については，ＪＩＳが制定されてから相当期間が経過したか

らといって，当該資材が特定の評点項目に含まれるとはいえない。次に，②に

ついては，平成９年度評価基準解説では，ＰＣ杭については評点項目「鉄筋コ

ンクリート杭」を使用して差し支えないと記載されているにとどまるから（乙

１５），同記載によって，ＰＣ杭は上記評点項目によって評価しなければなら

ないとはいえない。そして，③について，原告Ａは，同原告が総務省家屋評価

室担当者から得た回答によれば，評点項目「鉄筋コンクリート杭」の標準評点

数の積算根拠にはＰＨＣ杭が含まれているから，ＰＨＣ杭の標準評点数は鉄筋

コンクリート杭の標準評点数によるべきである旨主張するが，上記回答の時

期，相手方及び内容を認めるに足りる証拠はない。したがって，原告Ａの上記

主張は採用することができない。 

 

 (ウ) 以上のとおりであるから，大阪市長が本件評価要領において評点項目に

ＰＨＣ杭を加えてその標準評点数を２万８５００点とし，本件家屋①の新築時

の評価において上記評点数を用いたことは，平成９年度評価基準に照らして誤

りであるとはいえない。  

(3) 本件家屋①に用いられた直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の補正係数について  

ア 平成９年度評価基準の定め  

平成９年度評価基準の非木造家屋再建築費評点基準表（別表第１２）は，部分

別「基礎工事」の評点項目「地階のない建物」の「杭打地業」について，計算

単位を本数と定め，「（注）杭打地業の増点補正率は，最高限を示すものであ
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る。」と定めている（甲３，乙２，２６）。  

イ 本件評価要領の定め  

本件評価要領は，部分別「基礎」の評点項目「杭打地業」について，以下のと

おり定めている（乙５）。 

(ア) 杭打地業の増点補正率は最高限を示す。  

(イ) 「地階のない建物」の評点項目「鉄筋コンクリート杭」の標準評点数は

２万３３００点，「プレストレストコンクリート杭（ＰＣ杭・ＰＨＣ杭）」の

標準評点数は２万８５００点であり，補正項目「杭の径及び長さ」に係る増点

補正率５．００は，杭の末口径５０ｃｍ，長さ１２ｍのものであり，標準１．

００は，末口径３０ｃｍ，長さ５ｍのものである。  

(ウ) 杭打地業で，杭の径が太いものや長さが長いものについては，次の計算

式（以下「本数換算」という。）によってその総評点数を求めることとする。

ただし，使用杭の長さは，増点補正率の最高のものでとめること。 

〔計算式〕  

標準杭の評点数×｛（使用杭の直径）２／（標準杭の直径）２｝×（使用杭の

長さ／標準杭の長さ）×使用杭の本数×０．９  

ウ 平成９年度評価基準解説の計算式  

平成９年度評価基準解説は，非木造家屋再建築費評点基準表上に示されている

口径及び長さに合致しない杭のうち，標準とされた体積より大きいものの補正

率については，次の計算式によるのが適当であるとしている（甲４，乙７）。  

〔計算式〕  

｛（使用杭の直径）２×長さ－（標準杭の直径）２×長さ｝ 

／｛（増点補正杭の直径）２×長さ－（標準杭の直径）２×長さ｝  

×（５．００－１．０）＋１  

エ 大阪市長がした直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の総評点数の計算  

大阪市長は，本件評価要領の計算式（上記イ(ウ)）に沿って，本件家屋①の新

築時の評価では，直径６０ｃｍのＰＨＣ杭４１本の総評点数を，次の計算式の

とおり，１００９万５８４０点とした（甲１。以下，同計算式のうち，８．６

４（６０２／３０２×１２／５×０．９）の部分を「本件補正」という。）。  

〔計算式〕  

２万８５００×４１×６０２／３０２×１２／５×０．９ 

＝２万８５００点×４１本×８．６４＝１００９万５８４０点  

オ 検討  

(ア) 以上のとおり，大阪市長は，本件評価要領の定める計算式（本数換算）

に沿って，本件家屋①の直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の総評点数算出に当たり，使

用した杭の標準評点数と本数の積に８．６４（本件補正）を 乗じている（上
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記エ）。しかし，平成９年度評価基準及び本件評価要領は，増点補正率は最高

限を示す旨を定めており（上記ア，イ(ア)），本件評価要領が定めるＰＨＣ杭

の増点補正率は５．０である（上記イ(イ)）。そうすると，本件補正（８．６

４）は評価基準が最高限として定める増点補正率の値（５．０）を上回る。 

(イ) これについて，被告は，平成９年度評価基準解説には，場所打コンクリ

ート杭について増点補正率の範囲で処理できない場合には，杭打地業の増点補

正率の限度は固守しつつ，本数に換算して処理する旨の記載があるところ（甲

４，乙７），場所打コンクリート杭と既製杭との間で公平な評価をするために

は，既製杭であるＰＨＣ杭に対しても，本数換算によって換算された本数によ

る補正をすべきであり，その補正には増点補正率の制限は適用されない旨主張

する。  

しかし，平成９年度評価基準解説（甲４，乙７）によれば，場所打コンクリー

ト杭は，工事の場所的な制約から口径の太いものや杭長の長いものがあり，増

点補正率の範囲では処理できないことが往々にして見受けられることから，増

点補正率の限度を固守しつつ本数に換算して処理することが許容されているも

のと解される。他方，既製杭については，上記の場所打コンクリート杭のよう

に，増点補正率の範囲で処理できないほどに口径の太いものや杭長の長いもの

が往々にして見られるという事情はうかがわれない。そうすると，既製杭につ

いて場所打コンクリート杭と同様に，本数換算によって処理をする必要がある

とは認められないから，被告の上記主張は採用することができない。  

(ウ) また，被告は，同じ資材の使用量であるにもかかわらず，太い杭で本数

が少ないものと細い杭で本数が多いものとの間で評点数が異なることは不公平

であるから，上記の各場合の間で公平な評価をするためには，既製杭であるＰ

ＨＣ杭に対しても，本数換算によって換算された本数による補正をすべきであ

り，その補正には増点補正率の制限は適用されるべきではない旨主張する。  

しかし，平成９年度評価基準において，杭打地業の増点補正率は最高限を示す

ものと定めているのは，杭打地業は家屋の建築に必要なものである一方で地盤

の改良に当たるものでもあるため，家屋の価格への影響を一定程度にとどめる

との考え方に基づくものである（昭和５７年度評価基準解説（甲１６）参

照）。そうすると，増点補正率を上回る太さの杭を使用した場合は，それは地

盤の改良として評価すべき場合に当たるものといえるから，細い杭が用いられ

た場合に比べて不公平であるとはいえない。したがって，被告の上記主張は採

用することができない。 

(エ) そして，自治省固定資産税課係長は，昭和４７年４月１４日に開催され

た都道府県税務担当者会議において，杭打地業について基準に示されなかった

工法等（鋼管杭，アースドリル等）の杭打地業評点数の算出方法についての質
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問に対し，「使用杭の本数×｛（使用杭の直径）２／（標準杭の直径）２｝×

標準杭の評点数×α（価額調整係数０．９程度）」との計算式によって処理

し，その際，杭の長さは標準杭の長さとするよう回答したところ（乙８），被

告は，大阪市長は上記回答に基づいて本件評価要領において本数換算を採用し

たのであるから，計算式に誤りはない旨主張する。  

しかし，上記回答は自治省固定資産税課が昭和４７年に出したものであるとこ

ろ，同課がその後に編集した昭和５７年度評価基準解説（甲１６）では，本数

に換算することによって処理する方法は場所打コンクリート杭について認めら

れる旨の記載がある一方，既製杭についてそのような計算方法が許容される旨

の記載はない（なお，平成３年度評価基準解説（乙６），平成９年度評価基準

解説（甲４，乙７）も同様である。）。そうすると，上記回答に沿って本件評

価要領において本数換算を採用したからといって，その計算式が本件家屋①の

新築時の評価の際には評価基準に従った評価方法であるとはいえない。したが

って，被告の上記主張は採用することができない。  

(オ) 以上のとおり，本数換算によって算出された本件補正は評価基準の定め

る増点補正率の値を上回るものであり，これを許容する根拠を見出すことはで

きないから，本件補正は評価基準の定める評価方法に反し，誤りであることは

明らかである。  

カ 評価基準の定める評価方法による本件家屋①の杭打地業の評点数  

以上を踏まえ，評価基準の定める評価方法に従って非木造家屋比準調書（甲

１）を基に算出した，本件家屋①の新築時の部分別「基礎」のうち杭打地業の

評点数は，以下のとおりである。  

(ア) 径３５ｃｍ，長さ２０ｍの杭４本の評点数  

ａ 補正係数は，平成９年度評価基準解説の計算式（上記ウ）に沿って，次の

計算式のとおり，４．１３となる。  

〔計算式〕 

｛（３５ｃｍ）２×２０ｍ－（３０ｃｍ）２×５ｍ｝  

／｛（５０ｃｍ）２×１２ｍ－（３０ｃｍ）２×５ｍ｝  

×（５．００－１．０）＋１  

＝４．１３…  

ｂ 評点数は，以下の計算式により，２５８点となる。 

〔計算式〕 

４本（杭の本数）×２万８５００点（標準評点数。上記(2)参照）×４．１３

（補正係数）／１８１８．０８㎡（建床面積）＝２５８．９６…  

(イ) 径６０ｃｍ，長さ２０ｍの杭４１本の評点数  

ａ 補正係数は，平成９年度評価基準解説の計算式（上記ウ）に沿うと，次の
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計算式のとおり１１．５８となるが，５．０が上限とされているから，５．０

となる。  

〔計算式〕  

｛（６０ｃｍ）２×２０ｍ－（３０ｃｍ）２×５ｍ｝  

／｛（５０ｃｍ）２×１２ｍ－（３０ｃｍ）２×５ｍ｝ 

×（５．００－１．０）＋１  

＝１１．５８…  

ｂ 評点数は，以下の計算式により，３２１３点となる。  

〔計算式〕  

４１本（杭の本数）×２万８５００点（標準評点数。上記(2)参照）×５．０

０（補正係数）／１８１８．０８㎡（建床面積）＝３２１３．５５…  

(ウ) 杭打地業の評点数  

杭打地業の評点数は，３４７１点（上記(ア)及び(イ)の和）となる。  

(4) 原告Ａ各建物の根切り工事の補正係数について 

ア 平成９年度評価基準の定め  

平成９年度評価基準（乙３４）には，以下の定めがある（なお，本件評価要領

の定めも同様である。）。  

(ア) 部分別「基礎工事」の評点項目「地階のない建物」の「根切り工事（割

栗地業を含む。）」の標準評点数は４６５０点である。 

(イ) 上記(ア)の評点項目中の補正項目「根切り土量」のうち，増点補正率

１．２０の適用対象は「深いもの」であり，標準１．０の適用対象は「普通の

もの」である。  

(ウ) 上記(ア)の評点項目中の補正項目「地盤」のうち，増点補正率１．５０

の適用対象は「埋立地等のように軟弱な地盤又は低地で湧水多量の地盤」であ

り，標準１．００の適用対象は「普通の地盤」である。  

(エ) 上記(ア)の評点項目中の補正項目「敷地」のうち，増点補正率１．３０

の適用対象は「商店街等のように建物が密集し作業不便な場所」であり，標準

１．０の適用対象は「普通のもの」である。  

イ 非木造家屋比準調書の記載内容及び１㎡当たりの根切り工事の評点数  

(ア) 非木造家屋比準調書の記載内容  

本件家屋①に係る非木造家屋比準調書（甲１）の部分別「基礎」欄には，「根

切り工事 ４６５０×７８９ｍ※×３．４５６０×２７３．６２／１８１８．

０８」，「根切り土量２．８８ やや軟弱１．２ 連乗３．４５６０」との記載

がある（上記※印は「３」であることがうかがわれるものの，判読できな

い。）。また，上記調書によれば，本件家屋①の建床面積は２７３．６２㎡で

あり，延床面積は１８１８．０８㎡であることが認められる。  
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(イ) 新築時の１㎡当たりの根切り工事の評点数  

他方，上記(ア)の調書の部分別「基礎」欄の他の記載を踏まえると，同調書に

おいて算出された本件家屋①の新築時の１㎡当たりの根切り工事の評点数（１

万２７１１点）は，以下の計算式（小数点以下は切捨て）によって算出された

ものと認められ，上記(ア)は計算には用いられていないことが明らかである。  

ａ 直径３５ｃｍ，長さ２０ｍのＰＨＣ杭４本の評点数  

４×２８５００×（３５２／３０２）×（１２／５）×０．９＝３３万５１６

０点ｂ 直径６０ｃｍ，長さ２０ｍのＰＨＣ杭４１本の評点数  

４１×２８５００×（６０２／３０２）×（１２／５）×０．９＝１００９万

５８４０点  

ｃ 根切り工事の評点数  

４６５０×７８９×３．４５６＝１２６７万９５４５点 

ｄ 上記ａからｃまでの和  

３３万５１６０点＋１００９万５８４０点＋１２６７万９５４５点＝２３１１

万０５４５点  

ｅ 本件家屋①の１㎡当たりの評点数  

２３１１万０５４５点／１８１８．０８＝１万２７１１点 

ウ 検討  

(ア) 平成９年度評価基準の定める評価方法によれば，本件家屋①の１㎡当た

りの根切り工事の評点数は，標準評点数（上記ア(ア)）に連乗補正率（根切り

土量，地盤及び敷地の各補正係数を乗じたもの。上記ア(イ)～(エ)）を乗じる

計算式によらなければならない。そこで，本件家屋①の新築時の評価が上記計

算式に沿うものか否かを検討する。  

上記イ(イ)ｃのとおり，本件家屋①の非木造家屋比準調書では，標準評点数

（４６５０）以外に「３．４５６」と「７８９」という二つの数値が乗じられ

ている。このうち「３．４５６」は，同調書の記載（上記イ(ア)）に照らせ

ば，補正項目「根切り土量」の補正係数２．８８と補正項目「地盤」の補正係

数１．２の積であると認められる。他方，「７８９」については，その数値自

体は「敷地」（増点補正率１．３０）やその他の補正項目に係る補正係数であ

るとは考え難い。そして，「７８９ｍ※」（上記イ(ア)の※印の値は３である

ことがうかがわれるところ，上記「根切り土量」の補正係数２．８８に本件家

屋①の建床面積２７３．６２㎡を乗じた積は７８８．０２５６であって，７８

９に近い値である。以上によれば，上記「７８９」は「根切り土量」の補正係

数及び本件家屋①の建床面積の積であることが強くうかがわれ，この推認を妨

げる事情はない。  

そうすると，同調書における本件家屋①の１㎡当たりの根切り工事の評点数の
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計算は，同家屋の根切り土量の補正係数を誤って２度乗じたものと認められ

る。  

(イ) これに対し，被告は，根切り工事の計算式の正誤はもはや不明であり，

誤りがあったとはいえない旨主張する。しかし，上記(ア)に説示したところに

照らせば，上記計算式は非木造家屋比準調書（甲１）と平成９年度評価基準

（上記ア）の内容を対照することのみによって判明する計算上の誤りというほ

かない。なお，本件家屋①建築時の見積書（甲１５）には，「根切 ７８０

㎥」「鋤取 ９．０㎥」の記載があるところ，これは根切り土量そのものであ

り，この和（７８９㎥）を建床面積２７３．６２㎡で除した値は２．８８３５

…となる。そうすると，上記イ(ア)の※印の値は３であり，補正項目「根切り

土量」の補正係数２．８８ は実際の根切り土量を建床面積で除した値と認め

られ，これらは上記(ア)で説示した内容を裏付けるものといえる。したがっ

て，被告の上記主張は採用することができない。  

(ウ) 以上のとおり，本件家屋①の新築時の評価のうち根切り工事の評点数に

は計算の誤りが認められる。そして，評価基準の定める評価方法による本件家

屋①の１㎡当たりの根切り工事の評点数は，４６５０点（標準評点数）×３．

４５６０（連乗補正率）×２７３．６２㎡（建床面積）／１８１８．０８㎡

（延床面積）≒２４１８点となる。そうすると，大阪市長は，本件家屋①の新

築時の評価のうち，根切り工事の評点数を６９７４点としたが（上記イ(イ)ｃ

の値を上記延床面積で除した値を小数点以下切捨て），２４１８点を上回る部

分は同家屋に適用される評価基準の定める評価方法に反し，誤りである。  

また，甲第４１号証によれば，原告Ａ物置（部分別「基礎工事」のうち根切り

工事以外の工事は行われていない。）にも上記同様の誤りが認められ，評価基

準の定める評価方法による根切り工事の１㎡当たりの評点数は，４６５０点

（標準評点数）×２．８６８（連乗補正率）／５．１８㎡（床面積）≒２５７

４点となる。これに対して，大阪市長は，原告Ａ物置の新築時の評価のうち，

根切り工事の１㎡当たりの評点数を３万１９２４点としたが，２５７４点を上

回る部分は同家屋に適用される評価基準の定める評価方法に反し，誤りであ

る。  

(5) 本件家屋①の部分別「その他の工事」の補正係数について  

ア 平成９年度評価基準の定め  

平成９年度評価基準の別表第１２「非木造家屋再建築費評点基準表」の「住

宅，アパート用建物」における部分別「その他の工事」の標準評点数は２１５

０点と定められ，補正項目「その他の工事の多少」には，増点補正率１．５０

の適用対象として「多いもの」，標準１．０の適用対象として「普通のもの」

との定めがある（甲３）。  
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イ 非木造家屋比準調書の記載内容  

本件家屋①の非木造家屋比準調書（甲１）の部分別「その他の工事」欄には，

「２１５０ 多い ２．０ ４３００」との記載がある。  

ウ 検討 

(ア) 上記ア，イによれば，大阪市長は，本件家屋①の新築時の評価のうち部

分別「その他の工事」については，標準評点数２１５０点に，工事が多いこと

を理由として増点補正率（１．５）を０．５上回る２．０を乗じた４３００点

を評点数としたことが認められる。そして，平成９年度評価基準解説（甲５，

乙７）には，増点補正率の範囲を超える補正率の適用は，当該家屋について，

木工事か金属工事に係る工事費が類似の家屋と比較して特に多いと認められる

場合等に限られる旨の記載がある。  

(イ) 以上を踏まえ，原告Ａは，平成２８年１月１７日に実施した本件家屋①

の調査結果をまとめた家屋調査書（甲４０）に基づき，本件家屋①の「その他

の工事」の内容は増点補正率を超える場合に該当しない旨主張する。しかし，

本件家屋①は平成１０年１０月に新築されたものであるところ（前記前提事実

(1)ア），上記家屋調査は新築後約１７年を経過して実施されたものであるか

ら，上記家屋調査書によって新築時の「その他の工事」の内容を認定すること

はできず，他に同内容を明らかにする的確な証拠は見当たらない。  

また，原告Ａは，被告は当時の資料がないとして本件家屋①の建物の普請の程

度を何ら立証しないのであるから，本件家屋①の「その他の工事」の内容は増

点補正率を超える場合に該当しない旨主張する。しかし，国家賠償法上の違法

性を基礎付ける事情に係る立証責任は原告Ａにあるから，上記主張は採用する

ことができない。 

(ウ) 以上のとおりであるから，本件家屋①の新築時の評価のうち部分別「そ

の他の工事」について，誤りは認められない。  

(6) 国家賠償法上の違法及び故意又は過失の有無について  

ア 本件家屋①に用いられた直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の補正係数について  

上記(3)で説示したとおり，大阪市長は，本件家屋①の新築時の評価では，本

件評価要領の定める計算式に沿って直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の補正係数を８．

６４としたが，上記評価のうち，増点補正率５．００を超えて適用した部分

は，同家屋に適用される評価基準の定める評価方法に反し，誤りである。  

そこで，上記評価が国家賠償法上違法か否かについて検討するに，市町村長

は，評価基準によって固定資産の価格を決定しなければならないところ（地方

税法４０３条１項），平成９年度評価基準には杭打地業の増点補正率は最高限

である旨の定めがあり（上記(3)ア），平成９年度評価基準解説には増点補正

率を上回る補正係数の決定は許されない旨の記載（甲４，乙７）及び杭の計算
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式の記載（上記(3)ウ）があるから，大阪市長が本件評価要領において杭打地

業のうち杭の径が太いものや長さが長いものの総評点数の算出方法を定めるに

当たって，その計算式及び補正係数の値を上記評価基準の定め及び評価基準解

説の記載に沿うものとすることは，可能かつ容易であったといえる。これに対

して，被告は，平成９年度評価基準解説の記載，昭和４７年の自治省固定資産

税課係長の回答等を挙げて，本数換算が許容される旨やその場合の補正係数に

増点補正率の制限が適用されない旨を主張する。しかし，上記(3)オで説示し

たとおり，上記主張は昭和５７年度評価基準解説及び平成９年度評価基準解説

の記載に照らし採用することができないし，他の証拠に照らしても，これらの

記載に沿って大阪市長が評価基準に沿う評価要領を定めて評価をすることが困

難であった事情を見出すこともできない。 

以上によれば，大阪市長及び補助職員が，本件評価要領において杭打地業のう

ち杭の径が太いものや長さが長いものについて本数換算を採用し，増点補正率

５．００を上回る補正係数を付設して評点数を算出した点は，合理的な根拠な

く評価基準によらずに固定資産の価格を決定したものであるから，職務上の法

的義務に反したものといわざるを得ず，国家賠償法上違法である。そして，以

上に説示したところに照らせば，大阪市長及び補助職員には，上記違法行為に

ついて少なくとも過失が認められる。  

イ 根切り工事の補正係数について  

(ア) 上記(4)で説示したとおり，大阪市長がした原告Ａ各建物の新築時の根切

り工事の評点数は，評価基準の定める評価方法に従って決定される評点数を上

回る。そこで，上記評価が国家賠償法上違法か否かについて検討するに，大阪

市長は，評価基準によって固定資産の価格を決定すべき職務上の注意義務を負

い（地方税法４０３条１項），補助職員も同様の義務を負うと解されるとこ

ろ，上記(4)ウで説示したとおり，上記根切り工事の評点数の誤りは，非木造

家屋比準調書（甲１）と平成９年度評価基準（乙３４）の内容を対照すること

のみによって判明する計算上の誤りであり，他に大阪市長及び補助職員におい

て職務上参照する資料等に上記評価を妨げるものは見当たらない。したがっ

て，上記根切り工事の評価の誤りは国家賠償法上も違法であり，以上に説示し

たところに照らせば，補助職員には，上記評価の誤りについて少なくとも過失

があると認められる。  

(イ) これに対して，被告は，上記評価上の誤りは，地方税法４１７条１項所

定の「重大な錯誤」に当たらず，国家賠償法上違法ではない旨主張する。しか

し，同項は，市町村長が登録価格の公示後に，登録価格等に重大な錯誤がある

ことを発見した場合における修正についての定めであり，国家賠償法上の違法

性について規定したものではない。重大な錯誤がなければ国家賠償法上の違法
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性が認められないものではなく，被告の上記主張は採用することができない。  

ウ 小括  

以上のとおり，本件家屋①の新築時の評価のうち直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の補

正係数の決定，及び原告Ａ各建物の新築時の評価のうち根切り工事の評点数の

付設は，いずれも国家賠償法上違法であり，これらの評価の誤りについて，大

阪市長又は補助職員に過失があると認められる。  

２ 争点②（本件賃貸部分の都市計画税に新築中高層耐火建築住宅に係る減額

措置を適用しなかったことに係る国家賠償法上の違法性及び故意又は過失の有

無）について 

(1) 原告Ａは，本件賃貸部分は，大阪市税条例１４１条３項により準用される

同条例７２条の２の要件を満たすから，初年度から５年間，都市計画税の２分

の１が減額されるべきである旨主張する。  

そこで検討するに，同条例１４１条３項により準用される同条例７２条の２

（準用による読み替え後のもの）は，「…までの間に新築された中高層耐火建

築物…に対して課する都市計画税については，次条，第７２条の２の４又は第

７２条の２の５の規定の適用がある場合を除き，当該住宅に対して新たに都市

計画税が課されることとなった年度から５年度分の都市計画税に限り，当該住

宅に係る都市計画税額…の２分の１に相当する額を当該住宅に係る都市計画税

額から軽減する。」と定め，同条例７２条の２の５は「第７２条の２の規定

は，…までの間に新築された特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律第６

条に規定する特定優良賃貸住宅である貸家住宅…に対して課する固定資産税に

ついて準用する。」と定めている。以上によれば，新築された特優賃である貸

家住宅には同条例７２条の２の５が適用されるから，同条例１４１条３項によ

り準用される同条例７２条の２は適用されない。  

したがって，本件賃貸部分には同条例１４１条３項により準用される同条例７

２条の２は適用されないから，同条の定める都市計画税の減税措置は適用され

ない。  

(2) 以上に対し，原告Ａは以下のとおり主張するが，いずれも採用することが

できない。  

ア 原告Ａは，まず，本件賃貸部分は特優賃及び新築中高層耐火建築住宅のい

ずれの要件も満たしているから，大阪市税条例１４１条３項により準用される

同条例７２条の２が適用されるべきである旨主張する。しかし，上記(1)で説

示したとおり，同条例の文言に照らせば，本件賃貸部分は特優賃である以上，

新築中高層耐火建築住宅であるか否かにかかわらず，新築時には同条例７２条

の２の５が適用されるから，同条例１４１条３項により準用される同条例７２

条の２が適用される余地はない。したがって，原告Ａの上記主張は採用するこ
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とができない。  

イ 次に，原告Ａは，本件賃貸部分に新築中高層耐火建築住宅による都市計画

税の減額措置が適用されないと，原告Ａは本件賃貸部分について特優賃認定を

受けたことによって新築中高層耐火建築住宅による都市計画税の減額措置の適

用を受ける機会を失ったことになるため，同措置の適用を否定する解釈は誤り

である旨主張する。しかし，特優賃認定による優遇措置は，本件家屋①の新築

当時，固定資産税の減額措置のほかに，建設に要する費用の補助（特定優良賃

貸住宅の供給の促進に関する法律１２条），建設費用借入れの際の利子補給

（同法１４条），家賃の減額に要する費用補助（同法１５条）等もあった。ま

た，弁論の全趣旨によれば，特優賃による固定資産税の減額措置後の固定資産

税等の合計は，新築中高層耐火建築住宅による固定資産税等の各減額措置後の

固定資産税等の合計よりも低くなることが認められる。以上のとおり，新築さ

れた特優賃である貸家住宅が新築中高層耐火建築住宅の要件を満たす場合，同

法所定の減税措置以外の優遇措置を受けるほか，新築中高層耐火建築住宅より

も固定資産税等の合計は低くなるから，新築中高層耐火建築住宅による都市計

画税の減額措置が適用されないことによって不合理な結果が生じるとはいえな

い。したがって，原告Ａの上記主張は採用することができない。  

ウ また，原告Ａは，本件賃貸部分に新築中高層耐火建築住宅による都市計画

税の減額措置が適用されないと，同じ新築中高層耐火建築住宅であるにもかか

わらず都市計画税の減税措置の適用の有無が分かれることになり，租税公平主

義に反する旨主張する。しかし，本件賃貸部分は特優賃認定を受けたものであ

り，同認定を受けていない新築中高層耐火建築住宅とは異なるから，これらの

間に税負担について適用される法令が異なるところがあるとしても，平等原則

には反しない。したがって，原告Ａの上記主張は採用することができない。 

エ そして，原告Ａは，新築中高層耐火建築住宅に課す固定資産税等の軽減措

置に係る被告の通達（甲５０，５１）には，当該住宅が特優賃認定を受けた場

合に都市計画税の軽減措置を行わない旨の定めはないから，同通達によれば，

特優賃認定を受けた新築中高層耐火建築住宅についても都市計画税の減税措置

が行われるべきである旨主張する。しかし，同通達は特定優良賃貸住宅の供給

の促進に関する法律成立時（平成５年５月２１日）よりも前に発出されたもの

である。そのため，同通達によって，特優賃認定を受けた新築中高層耐火建築

住宅に対して同住宅であることを理由とする都市計画税の減税措置が適用され

ていたのか否かをうかがい知ることはできない。したがって，原告Ａの上記主

張は採用することができない。 

(3) 以上のとおりであるから，本件賃貸部分は，大阪市税条例１４１条３項に

より準用される同条例７２条の２の適用を受けないから，同条所定の都市計画
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税の減税措置を受けることはできない。したがって，本件賃貸部分の都市計画

税の賦課決定に際して，上記減税措置を適用しなかった点に国家賠償法上の違

法は認められない。 

３ 争点③（本件国家賠償請求①の損害額）について  

(1) 原告Ａ各建物の新築時の評価額について  

ア 本件家屋①について  

(ア) 上記１のとおり，本件家屋①の新築時の評価額のうち部分別「基礎」

（１万２７１１点）は，直径６０ｃｍのＰＨＣ杭の補正係数及び根切り工事の

補正係数について誤りがあり，国家賠償法上違法であると認められる。そし

て，上記誤りを補正した部分別「基礎」の評点数は，杭打地業３４７１点（上

記１(3)カ(ウ)）及び根切り工事２４１８点（上記１(4)ウ(ウ)）の和である５

８８９点である。  

(イ) また，非木造家屋比準調書（甲１）の部分別「建築設備」及び「仮設工

事」に係る「乗じるべき率」欄には「２８７９６／３３２０３」との記載があ

る。上記記載の分子である「２８７９６」は，比準家屋の評点数であるから，

部分別「建築設備」及び「仮設工事」に係る「主な仕上げ資材等」欄の各項目

の評点数の合計と一致しなければならないところ，同合計値は２万９３８１点

である。したがって，上記「乗じるべき率」欄の値は正しくは「２９３８１／

３３２０３」である。 

イ 原告Ａ物置について  

また，原告Ａ物置の新築時の評価額のうち部分別「基礎」（３万１９２４点）

は，根切り工事の補正係数について誤りがあり，国家賠償法上違法であると認

められる。そして，上記誤りを補正した部分別「基礎」の評点数は，２５７４

点である（上記１(4)ウ(ウ)）。  

ウ 新築時の評価額について  

以上を踏まえた原告Ａ各建物の新築時の再建築費評点数は，別紙１２本件決定

による原告Ａ各建物の評価額の第１記載のとおりであり，これによる新築時の

評価額は，同別紙第２及び第３各記載の平成１１年度の評価額であって，本件

決定の評価額と同じである。 

(2) 原告Ａ各建物の新築時の評価によって生じた過納金について  

原告Ａ各建物の新築時の評価額を踏まえた基準年度ごとの評価額の推移は，原

告Ａ居宅については別紙５－２原告Ａ居宅評価額（修正後）のとおりであり，

原告Ａ同住宅については別紙６－２原告Ａ共同住宅評価額（修正後）のとおり

であり，原告Ａ物置については別紙７－２原告Ａ物置評価額（修正後）のとお

りである。その上で，上記各評価額の推移を前提とした平成１１年度から平成

２６年度までの原告Ａ各建物に係る固定資産税等の税額は，別紙８原告Ａ税額
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比較表の各年度の修正後の年税額欄記載のとおりであり，実際の評価額を前提

とした税額との差額は，同差額欄記載のとおり，合計１８４万２５００円であ

る。 

(3) 損害の算定について 

そして，証拠（甲２４～３８）及び弁論の全趣旨によれば，原告Ａ各建物に係

る固定資産税等は，原告Ａ所有の他の固定資産と併せて税額が算定され，地方

税法の規定により各納期の納付額が算定されているところ，原告Ａが，別紙１

原告Ａ認容一覧の納付日欄記載の各日に，原告Ａ各建物に係る部分を含む平成

１２年度から平成２６年度までの固定資産税等を納付したこと，原告Ａの平成

１１年度の固定資産税等は，納付日を特定することができないものの，納期限

を徒過せずに納付されていること，平成１３年度から平成１６年度までの固定

資産税等の一括納付の際には，報奨金を差し引いて納付していることが認めら

れる。  

そして，本件全証拠によっても原告Ａ各建物を除く原告Ａの固定資産の評価額

は不明で，原告Ａの納付した固定資産税等のうち，原告Ａ各建物に係る金額又

は原告Ａ各建物の評価が過大なために過大となった金額は明らかではないもの

の，上記原告Ａ各建物の評価額を前提にこれに係る各年度の固定資産税等が過

大となった差額を損害と認めることができる。また，報奨金は納期限前に納付

した場合に交付されるものであり（地方税法３６５条２項，７０２条の８第１

項），実質的に各納期限に納付した場合と同一の経済的負担をするものといえ

ることからすれば，各年度の原告Ａ建物に係る固定資産税等の過大額分を地方

税法の規定に準じて各納期に割り当て，その納期限又は納付日の遅い方の日の

翌日からの遅延損害金の発生を認める原告Ａの損害及びその発生の算定方法も

合理的ということができる。したがって，原告Ａの損害及び遅延損害金につい

て，上記に従い，別紙１原告Ａ認容一覧のとおり，１８４万２５００円及びう

ち同別紙過大額欄記載の各金額に対する同損害金起算日欄記載の各日からの遅

延損害金の発生を認めることができる。  

４ 本件国家賠償請求①についてのまとめ  

以上のとおり，本件国家賠償請求①については，原告Ａが被告に対して国家賠

償法１条１項に基づき損害金１８４万２５００円及びこれに対する別紙１原告

Ａ認容一覧の過大額欄記載の各金額に対する同損害金起算日欄記載の各日から

支払済みまで年５分の割合による民法所定の遅延損害金を求める限度で理由が

ある。  

５ 争点④（本件決定の適法性）について  

(1) 判断枠組み等 

ア 上記１(1)アで説示したとおり，家屋の基準年度に係る賦課期日における登
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録価格が，当該家屋に適用される評価基準の定める評価方法に従って決定され

る価格を上回るときには，当該登録価格の決定が違法となると解するのが相当

である（上記最高裁判所平成２５年７月１２日判決）。  

イ もっとも，原告Ａは，原告Ａ各建物の新築時の評価の誤りを主張している

ところ，固定資産評価審査委員会の決定に対する取消訴訟における基準年度よ

りも前の年度の登録価格の適法性に関する主張立証責任の対象及び所在等につ

いては，当事者間に争いがある。  

そこで検討するに，平成２７年度評価基準は，在来家屋の評価の前提となる再

建築費評点数につき，基準年度の前年度における再建築費評点数に再建築費評

点補正率を乗じて算出する方法を採用しているものの（関係法令等の定め(3)

ウ），地方税法上，固定資産評価審査委員会の決定に対する取消訴訟におい

て，当該基準年度における固定資産の価格に関し，争うことができる範囲につ

いて条文上の制限はない（同法４３２条１項本文）。  

しかし，同法は，固定資産税の課税標準である登録価格について不服があると

きは，原則として基準年度の価格について所定の審査申出期間内に固定資産評

価審査委員会に対して審査の申出をすべきものとし（同項），第二年度及び第

三年度における価格は原則として基準年度の価格とされ（同法３４９条２項，

３項），これに係る審査の申出をすることができる場合を限定し（同法４３２

条１項ただし書），これらの方法及び固定資産評価審査委員会の決定に対する

取消訴訟（同法４３４条）によらなければ価格を争うことができないという仕

組みを採用している。上記内容に照らせば，上記仕組みの趣旨は，年度ごとに

争う機会を保障しつつ，固定資産税の賦課決定の前提問題である課税標準（登

録価格）を確定していくことによって，固定資産税に関連する事項に係る法的

安定性を確保する点にあると解される。 

以上によれば，基準年度の再建築費評点数が基準年度の前年度における再建築

費評点数を基礎として算定される場合，その前年度に至るまでの再建築費評点

数の算出は，各年度における固定資産評価基準に適合するものであったと推認

できるというべきであり，基準年度において，その前年度に至るまでの再建築

費評点数を争う者は，その推認を覆すに足りる具体的10 事情，すなわち，基

準年度の前年度に至るまでの再建築費評点数を基準に基準年度の再建築費評点

数を算出することが不当であり，かかる方法によっては適正な時価を求めるこ

とができないような具体的事情を主張立証しなければならないと解するのが相

当である。  

(2) ＰＨＣ杭の標準評点数について 

ア 原告Ａは，大阪市長が設けたＰＨＣ杭の標準評点数は誤りであり，これに

依拠した本件決定も違法である旨主張する。しかし，上記１(2)で説示したと



大阪地裁 平成 26 年（行ウ）90 

37 

 

おり，大阪市長がＰＨＣ杭の補正項目及び標準評点数（２万８５００点）を設

けたことは評価基準に沿うものであるから，本件決定のうち上記評点数を用い

た点に誤りがあるとは認められない。 

イ 原告Ａは，手続上の違法として，大阪市固定資産評価審査委員会は大阪市

長が設けたＰＨＣ杭の標準評点数の適否を審査するために総務省に対して調査

等をすべき義務を怠った旨主張する。しかし，上記(1)で説示したとおり，原

告Ａは本件家屋①の評価が誤りであることを具体的に主張立証すべきであるこ

とからすると，大阪市固定資産評価審査委員会において上記調査義務があった

とは認められない。したがって，原告Ａの上記主張は採用することができな

い。  

(3) 部分別「その他の工事」の補正係数について  

原告Ａは，手続上の違法として，大阪市固定資産評価審査委員会は，本件審査

申出を受けて，部分別「その他の工事」の補正係数について認定判断するため

に，本件家屋①の現地調査をすべき義務を怠った旨主張する。しかし，上記

(1)で説示したとおり，原告Ａは本件家屋①の評価が誤りであることを具体的

に主張立証すべきであるところ，本件家屋①は平成１０年１０月に新築された

ものであるから，そこから１６年余りが経過した平成２７年５月２８日（本件

審査申出日）以降に本件家屋①の現地調査をすることによって同家屋の新築時

のその他の工事の内容が明らかになるとは認め難い。以上によれば，大阪市固

定資産評価審査委員会において上記調査義務があったとは認められず，原告Ａ

の上記主張は採用することができない。  

(4) 小括  

以上のとおり，本件決定の評価額には誤りはなく，手続上も適法である。した

がって，本件決定は適法である。 

６ 争点⑦（本件国家賠償請求権②に係る除斥期間の成否）について  

(1) 国家賠償法４条により適用される民法７２４条後段は，「不法行為の時か

ら２０年を経過した時」には時効によって消滅する旨を定め，これは除斥期間

を定めたものと解するのが相当である（最高裁判所平成元年１２月２１日第一

小法廷判決・民集４３巻１２号２２０９頁参照）。 

これを本件についてみると，原告株式会社Ｂは大阪市長又はその補助職員の違

法行為として本件家屋②の新築時の評価を挙げ，同評価に基づく過納金相当額

の損害が生じた旨主張するところ（上記第２の４(1)イ，５(6)），大阪市長は

平成２年に作成された本件家屋②の評価調書（甲２）に基づいて同家屋の平成

３年度登録価格を決定し（地方税法４０３条１項，４１０条１項），同年度中

には原告株式会社Ｂに対して同価格及びこれに基づく税額等を記載した納税通

知書を交付し（地方税法１条１項６号，３６４条２項，７０２条の８第１
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項），原告株式会社Ｂは遅くとも同交付を受けた時には同価格を知り，同年度

中には上記税額を納付した（前記前提事実(2)ウ）。  

以上によれば，原告株式会社Ｂが挙げる違法行為としての本件家屋②の新築時

の評価は，初年度の固定資産税等の賦課に向けられた行為であって，遅くとも

上記納税通知書を交付した時，すなわち平成３年度中には一連の行為として終

了し，原告株式会社Ｂが納付したことにより損害も発生したものと認められ

る。そして，原告株式会社Ｂは，同年度末から２０年以上経過した後の平成２

６年４月３０日に乙事件に係る訴えを提起した（前記前提事実(3)）。したが

って，本件国家賠償請求権②は，除斥期間の起算点である「不法行為の時」か

ら２０年を経過したものと認められる。  

(2) これに対し，原告株式会社Ｂは，新築時の家屋の評価行為が違法行為であ

る場合においても，上記「不法行為の時」は各年度の賦課決定の時であるか

ら，平成６年度以降の賦課決定による過納金に係る損害賠償請求権は除斥期間

を経過していない旨主張する。  

しかし，各年度における固定資産税等の賦課及び徴収は，新築時の家屋の評価

額を前提としても，これとは異なる賦課決定等に向けられた別個の行為である

から，新築時の評価を違法行為とする場合の除斥期間の起算点を各年度の納税

通知書の交付時とすることはできない。したがって，原告株式会社Ｂの上記主

張は採用することができない。  

(3) また，原告株式会社Ｂは，新築時の家屋の評価行為が違法行為であるとし

ても，同行為による損害が生じたのは各年度の納税時であるから，同時点が除

斥期間の起算点である旨主張する。  

しかし，上記(1)で説示したとおり，原告株式会社Ｂは，平成３年度中には，

本件家屋②の新築時の評価額及びこれに基づく納付すべき税額が記載された納

税通知書の交付を受け，同通知書記載の固定資産税等を納付したことが認めら

れる。そうすると，損害発生時である納税時を除斥期間の起算点と解するとし

ても，平成３年度中に上記違法行為による損害の一部が発生した以上，同時点

が本件国家賠償請求権②全体に係る除斥期間の起算点となり，同時点から２０

年を経過した後に訴え提起があった以上，本件国家賠償請求②に係る損害賠償

請求権は除斥期間を経過したものと認められる。 

以上のとおりであるから，原告株式会社Ｂの上記主張は採用することができな

い。  

(4) 以上によれば，本件国家賠償請求②に係る損害賠償請求権は，訴え提起日

前に除斥期間の経過により消滅した。  

７ 本件家屋②の新築時の評価以外を違法行為とする損害賠償請求権について 

(1) なお，原告株式会社Ｂの主張は，大阪市長が本件家屋②の平成４年度以降
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の評価の際に職務上尽くすべき注意義務に違反した結果，違法な賦課決定をし

続けたとの主張とも解し得る。しかし，原告株式会社Ｂが主張する誤りは，部

分別「基礎工事」の杭打地業の標準評点数及び補正係数が新築時の評価基準の

定める評価方法に反しているか否かであるところ，これらは，原告株式会社Ｂ

から何ら異義等のない中，地方税法４０８条所定の実地調査において確認でき

るものではないし，その余の同法所定の登録価格の決定及び登録手続において

確認することが予定されている点でもない。したがって，原告株式会社Ｂの主

張を上記のように解しても，国家賠償法上の違法は認められない。  

(2) 以上のとおりであるから，本件家屋②の新築時の評価以外を違法行為とす

る損害賠償請求権は認められない。  

８ 本件国家賠償請求②についてのまとめ  

以上によれば，本件家屋②の新築時の評価を理由とする本件国家賠償請求権②

は除斥期間により消滅し，本件家屋②の新築時の評価以外を違法行為とする損

害賠償請求権は認められないから，その余の争点について判断するまでもな

く，原告株式会社Ｂの請求は理由がない。  

９ 結論  

よって，原告Ａの請求は主文第１項記載の限度で理由があるからその限度で認

容し，原告Ａのその余の請求及び原告株式会社Ｂの請求はいずれも理由がない

から棄却することとし，訴訟費用の負担につき，行政事件訴訟法７条，民事 

訴訟法６１条，６４条を適用し，なお仮執行宣言は相当でないから付さないこ

ととして，主文のとおり判決する。  

大阪地方裁判所第７民事部  

 

裁判長裁判官 山田 明  
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